予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名:　都市農村交流推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農村振興課　農村企画係　電話番号：058-272-8460
　　　　　　　　   　　　 E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,700千円（前年度予算額：3,300千円）

	要求内容


	１　要求の内容


本県の変化に富んだ自然環境とそこで営まれている農林漁業を一体的に地域資源と捉え、それらを活用した都市と農村の交流活動を推進するため、「受入体制の充実」と「情報発信力の強化」に取り組み、ぎふグリーン・ツーリズムの受入地域の拡大と質の向上及び都市部からの誘客による交流人口の増加を図る。
また、貴重な財産である農村を、そこに住む住民だけでなく、他地域の人たちの力も借りて、しっかりと次世代へ繋ぐための取り組み、ぎふ一村一企業パートナーシップ運動を推進する。

　（１）ぎふグリーン・ツーリズムの推進

　　　　①受入体制の充実
・食のワークショップによる郷土食の掘り起こしと活用推進
・ぎふグリーン・ツーリズムネットワーク大会の開催
・子ども農山漁村交流プロジェクトの受入地域育成
・岐阜県農林漁業体験施設の登録推進
・岐阜県グリーン・ツーリズム推進連絡会議活動の充実

新・ふれあい体験農園セミナー開催

　　　集落でできる体験農園モデルを紹介し体験農園の整備から農園を活用した交流に関するノウハウを伝授する。
②情報発信力の強化
・ガイドブックを活用した体験施設及び体験プログラムのＰＲを実施
・各種メディアを活用した情報発信
・メルマガ「ぎふの田舎へいこう！」通信による旬な情報提供
　　　・登録施設と連携した「ぎふの田舎へいこう！キャンペーン」による誘客
※グリーンツーリズム

農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動
　（２）ぎふ一村一企業パートナーシップ運動の推進

　　　　①農村と企業のマッチング
　　　　　・農村と企業の情報データバンクの整備

　　　　新・農村と企業のコーディネート

　　　　　　　運動に新たに取り組もうとする企業や農村を対象に、既に取り組みが行われている地区での体験プロモーションの開催や県による仲介を行う。

　　　　　・運動登録の推進
　　　　②情報発信力の強化
　　新・運動及び登録企業等のＰＲの実施

　　　　　登録企業の活動状況を取材し、登録企業の取り組みを紹介した「かわら版」の発行、各種メディアや課ホームページを活用した情報発信を行う。
　　新・ぎふ一村一企業パートナーシップ運動（報告）会（仮称）の開催

　　　　　　　県内で運動を展開する企業、農村、県担当者が集い、交流を通じて運動の輪を広げる運動（報告）会を開催する。
	２　所要経費


　（１）ぎふグリーン・ツーリズムの推進（2,500）
①受入体制の充実（2,090）
・食のワークショップによる郷土食の掘り起こしと活用推進（336）
・ぎふグリーン・ツーリズムネットワーク大会の開催（1,153）
・子ども農山漁村交流プロジェクトの受入地域育成

・岐阜県農林漁業体験施設の登録推進

・集楽ふれあい体験農園セミナーの開催（108）

・岐阜県グリーン・ツーリズム推進連絡会議活動の充実（208）
②情報発信力の強化（410）
・ガイドブックを活用した体験施設・体験プログラムのＰＲ
・各種メディアを活用した情報発信

・メルマガ「ぎふの田舎へいこう！」通信による旬な情報提供

　　　・「ぎふの田舎へいこう！キャンペーン」による誘客
　（２）ぎふ一村一企業パートナーシップ運動の推進（2,200）
　　　　①農村と企業のマッチング（510）
　　　　　・農村と企業の情報データバンクの整備

・運動登録の推進

　　　　新・農村と企業のコーディネート（330）
　　　　②情報発信力の強化（1,690）
　　新・ぎふ一村一企業パートナーシップ運動（報告）会の開催

　　新・運動及び登録企業等のＰＲの実施

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,300

	要求額
	4,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,700

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　自然、文化など農村の豊かな地域資源を生かした都市との交流を促進し、交流人口の増加による農村地域の活性化を図るため、人材育成やネットワーク強化などの受入体制づくりと効果的な情報発信を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	農林漁業体験施設数

(ぎふ農業・農村基本計画)
	－
（H  ）
	72箇所
（H21）
	70箇所
（H22）
	81箇所
（H23）
	90箇所
（H27）
	90％


	農林漁業体験者数

(ぎふ農業・農村基本計画)
	－
（H  ）
	118千人
（H21）
	127千人
（H22）
	137千人
（H23）
	150千人
（H27）
	91％


	ぎふ一村一企業パートナーシップ運動登録数

(ぎふ農業・農村基本計画)
	－
（H  ）
	8団体
（H21）
	8団体
（H22）
	13団体
（H23）
	18団体
（H27）
	72％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	○第２回ぎふグリーン・ツーリズムネットワーク東白川大会の開催 

県内のグリーン・ツーリズム関係者が一堂に集い、地域課題の共有とその解決策について検討を行い、相互の連携と交流を深めた。

　　　【期　　日】11月26日（月）～27日（火）

　　　【場　　所】東白川村はなのき会館ほか

　　　【参加者数】106人　

○グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクールの開講支援
民間団体が主催するグリーン・ツーリズムインストラクター育成のためのスクール開講を支援し、人材育成を図った。

【期　　日】11月13日（火）～16日（金）

　　　【場　　所】高山市清見町大原　おっぱら自然体験センターほか

　　　【受 講 者】12人（すべて県内在住者）　

○『EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぎふうど),ＧＩＦＵ－ＤＯ)』と『いなかEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(じかん),時感)』を活用したＰＲ

ガイドブック『ＧＩＦＵ-ＤＯ』と、お手軽体験スポットガイド『いなか時感』を用いて、ぎふ清流国体・ぎふ清流大会や都市部でのイベントなどを通じ、ぎふグリーン・ツーリズムを積極的にＰＲした。

　　・7月15日（日）　第2回清流の国ぎふづくり県民大会（高山市）
　　・7月28日（土）・29日（日）　農・会うフェスタ2012（名古屋市）

・9月29日（土）～10月15日（日）　ぎふ清流国体・ぎふ清流大会（岐阜市）
・10月27日（土）・28日（日）　第26回岐阜県農業フェスティバル（岐阜市）
　　・11月20日（火）　あいちの農林水産フェア（名古屋市）
○ぎふの田舎へいこう！キャンペーン2012の実施

岐阜県農林漁業体験登録施設との協働により誘客キャンペーンを実施した。
【実施期間】7月20日（金）～10月31日（水）　

　　　【応募者数】954人　　内訳１　宿泊体験者512人　日帰り体験者441人
　　　　　　　　内訳２　県外応募者661人　県内応募者286人
○メールマガジン「ぎふの田舎へいこう！」通信の発行
　　【発行頻度】毎月1回

　　　【読 者 数】約1,400人


（平成24年度の成果）

	岐阜県グリーン・ツーリズム推進連絡会議会員団体との連携の元、ぎふグリーン・ツーリズムネットワーク大会やグリーン・ツーリズムインストラクタースクール、緊急雇用対策事業などを通じ、県内でグリーン・ツーリズムの受入を行う人材の育成とネットワークづくりが図れている。

また、幅広い農村体験プログラムをニーズに応じて提供するため作成した２種のガイドブックを有効に活用し、イベント等で積極的にＰＲできた。
　さらに、今年度中に農村地域の郷土食にスポットを当てた新たな魅力づくりに取り組む予定である。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	農村地域の豊かな自然環境や伝統文化、その恵みに育まれた農林漁業を生かし、都市と農村の交流を進めるグリーン・ツーリズムは、過疎化・高齢化が進む農村地域の活性化策として必要であり、また憩や癒しを求める都市住民のニーズに合った活動である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	県内各地にグリーン・ツーリズムの受入組織が設立され、地域の特色を生かした受入活動が展開されるようになり、県内での農林漁業体験者数は増加している。

一方、企業等の社会貢献活動が求められる中、企業や大学等が関わるむらづくり活動が県内各地で見受けられるようになり、そこから交流活動や協働活動へと広まりつつある。

農村と都市（企業等）を結び、地域振興につなげる事業として、成果は上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　地域と県の役割分担・連携の元、事業を効率的に実施できている。



（今後の課題）

	　岐阜県全体の底上げを図るため、地域ぐるみの受入体制がない地域におけるネットワークづくりが必要である。
　企業などへの継続的な情報発信と農村とのマッチング機会を設ける必要がある。


（次年度の方向性）
	都市住民を中心に農山村の地域資源を生かしたグリーン・ツーリズムのニーズは高く、愛知県を中心とした東海地域の都市部にお住まいの方をターゲットとして、地域の受入団体や市町村と連携して、県全体での受入体制づくりと継続的な情報発信に取り組む。


（285）





（410）





（180）





（1,690）








